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本稿では，朝の通勤混雑をモデル化した出発時刻選択均衡問題に基づいて，一定の混雑料金が一部車線

のみに課され，その車線割合を時間帯毎に変化させる混雑課金制度を考える．本制度の利点は，道路利用

者が「混雑料金を支払う」または「混雑料金を支払わない（混雑している車線）」を選択できることにあ

る． 
本制度適用前後での均衡状態を求め，それらを比較することにより，道路利用者の出発時刻選択へ与え

る影響を明らかにした．具体的には，道路利用者の時間価値とスケジュール柔軟性に異質性があることを

想定し，全ての車線が課金される段階型課金制度（いわゆる step toll）との比較を行った．その結果，本

研究の制度は，社会的総費用を減少させる効果は小さい反面，金銭的弱者の費用負担増加を抑えられるこ

とがわかった． 
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1. 序論 

 

混雑課金とは，需要ピーク時間帯の通行に対して料金

を課することである．これは，様々な交通マネジメント

施策のなかでも，金銭的な観点から社会全体を最適な状

態にできるポテンシャルがあるという利点がある．その

反面，問題をお金で解決する方法であるため，例えば道

路利用者間に所得格差がある場合には個々人にとって必

ずしも良い施策とは言えない．出発時刻選択均衡問題 1), 

2)に基づく分析として，たとえば，Arnott et al.(1994)3)は時

間価値の低い道路利用者と高い道路利用者が混在すれば，

時間価値の低い道路利用者の通勤費用は増加し，時間価

値の高い道路利用者の通勤費用は減少することを示して

いる．このことは，金銭的弱者から強者への所得移転が

発生していることを意味している．この所得移転を問題

意識とした研究として，坂井ら 4)は少なくともどの道路

利用者も費用が増加しないという条件（パレート改善）

を達成しうる混雑料金制度について分析している． 

本研究の目的は，混雑料金が一部車線のみに課され，

その車線割合が時間帯によって変化する混雑課金制度

（以下，本研究の制度とよぶ）が，道路利用者の選択行

動と通勤費用の変化を分析することである．具体的には，

段階型料金制度との比較を行い，金銭的弱者の費用負担

と社会的効率性の観点から分析を行う．本研究の制度の

利点は，道路利用者に「混雑料金を支払う」または「混

雑料金を支払わない（混雑している車線）」という選択

の自由を残すことができる点にある． 

本稿の構成は次の通りである．第 1章では背景と目的

を述べた．第 2章では対象とする問題について記述する．

第 3章では，課金制度を適用した場合の均衡解の特性を

解析的に説明する．第 4章では数値的な解を段階型料金

制度と比較することにより，本課金制度の道路利用者へ

与える影響について分析する．最後に第 5章で結論を述

べる． 

 

 

2. 課金モデル 

 

この章では本研究で分析する課金モデルについて説明

する．まず，第 1節で問題の仮定を述べ，第 2節で定式
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化を行う．第 3節では数値的な解法を示す． 

 

(1) 問題設定 

1 起点 1終点 1 ボトルネックのネットワークにおける

出発時刻選択均衡問題を考える．ピーク時間帯に階段状

に混雑料金が変化する課金制度で遅着を考える場合には，

均衡状態において無限大の流入が発生するという問題 5)

があるため，本研究では遅着を考えずに早着のみ考える．

ボトルネック容量を μとする．本研究ではHigh Occupan-

cy Toll（HOT）レーンのように，一部車線に混雑料金を

課する制度を考える．段階型課金制度では，すべての車

線が課金対象であり，ピーク時間帯になるにつれて課金

額が高くなる制度である．一方，本研究の制度は，課金

額は時間帯によらず一定であるものの，一部の車線のみ

が課金対象となり，ピーク時間帯になるにつれて，課金

される車線割合が多くなる制度である．これらの違いを

図 1，図 2 に示す．横軸に時刻，縦軸に課金される車線

の割合を取る．図中の黒色が濃いほど課金額が高いこと

を意味している． 

道路利用者の通勤に関する一般化費用を 

( ) ( ) ( ) ( ) .const,, 0 ++−+= tptttrwtrTC iii βα  (1) 

と仮定する．ここに，TC は通勤費用，i は道路利用者の

異質性グループ，rは課金または非課金車線，tは時刻，

α は時間価値，w はボトルネックでの待ち時間，βは早

着の限界費用，p は課金額である．出発時刻選択問題で

は，時刻による変動項のみを考慮するため，以下では，

定数項を省略して記述する．なお，道路利用者の異質性

とは，時間価値 αおよび早着の限界費用 βが異なること

を言い，異質性グループとはそれらの値が共通する利用

者集団のことを指す． 

 

 (2) 出発時刻選択均衡問題の定式化 

前節で述べた仮定に基づく出発時刻選択均衡問題は以

下のように定式化できる． 

a) 出発時刻選択および経路選択均衡条件 

 Wardrop の第一原理 6)に基づく均衡の考え方であり，

需要がある場合には通勤の一般化費用が均衡費用に等し

く，需要がない場合には均衡費用以上であるという条件

である．需要をボトルネック通過流率で表すと，この条

件は以下のように書くことができる． 

( ) ( )
( ) ( )




=≥
>=

0,   if   ,

0,   if   ,

trqtrTC

trqtrTC

iii

iii

ρ
ρ

 (2) 

ここに，ρは均衡費用，q はボトルネック通過流率であ

る． 

b) ボトルネック容量制約 

単に流率はボトルネック容量以下でなければならない

という条件であるが，ボトルネック遅れ時間との関連性

を付加して表すと，遅れ時間が発生している場合には容

量がすべて使われており，遅れ時間が発生していない場

合には需要が容量以下であるという条件である． ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )







=≤

>=

∑∑

∑∑

0,   if   ,
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 (3) 

( ) µµ =∑
r

r t
 (4) 

ここに，μr(t)は時刻 t に課金･非課金車線へ割り当てられ

るボトルネック容量である． 

c) 保存則 

車両が突然出現または消滅しない条件であり， ( )∑∑ =
r t

ii Qtrq ,
 (5) 

である．ここに，Qiは利用者グループごとの総需要であ

り，与件である． 

d) 非負制約 

 流率はゼロまたは正の値のみ取りうるので， 

( ) 0, ≥trqi  (6) 

である． 

(3) 等価な最適化問題 

前節で定式化された均衡問題を数値的に求められるよ

う，等価な最適化問題として記述する．井料ら(2005)7)は 

 

μ

時刻tt0ts

課金対象容量

 
図 1 段階型料金制度 

 

μ

時刻tt0ts

課金対象容量

 
図 2 本研究で提案する制度 

第 55 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 3 

均衡問題と等価な最適化問題を定式化している．その手

法は，複数経路の場合にも同様に記述することができ，

本研究の問題にも適用可能である．いま，以下の最適化

問題を考える． 
( ){ }

( ) ( ) ( )∑∑∑
+

i r t
,

,   min trq
tpts

i
i

i

trqi α
β

 (7) 
( ) ( ) ( )
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( ) ( )

( ) 0,

         ,

     ,          s.t.
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trq
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ii
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証明は省略するが，この最適化問題の KKT 条件は，前

節の均衡条件と等価であることから，この問題の解が前

節の均衡問題の解と等価であることがわかる．なお，

Lagrange 乗数 x, y はそれぞれ「ボトルネックでの遅れ時

間」と「ボトルネック遅れ時間の単位に換算された均衡

費用」に対応している． 

 

 

3. 2グループの道路利用者による定性的分析 

 

本研究で取り扱う課金制度の変数は p と μr(t)であり，

課金額，課金車線割合，課金開始時刻の 3つを決めるこ

とに他ならない．本章では 1 段階の課金制度において 2

グループの道路利用者を想定し，課金額が均衡解へ与え

る影響について整理する．  

 

(1) 仮定 

Arnott et al. (1994)3)の研究に倣い 2種類の労働者，white-

color と blue-color の 2 グループの道路利用者を想定する．

ボトルネック容量 μに対して各グループの通勤者を N/2

人とし，全員が同一の希望到着時刻 t0 を持つとする．

white-color の通勤費用に関するパラメータ α1, β1 と blue-

colorのそれら α2, β2との関係を， 

 

tt0ts

w(t)

w b

β1/α1

β2/α2

 
図 3 非課金時の均衡状態 

21 αα >  (9) 

21 ββ <  (10) 

と仮定する．以上の仮定より， 

2

2

1

1

α
β

α
β <

 (11) 

であるので，課金されない場合には，図 3 のように，

white-color は希望到着時刻から遠い時間帯，blue-color は

希望到着時刻に近い時間帯にそれぞれ到着する． 

 

(2) 課金額 pによる均衡状態の変化 

課金額の変動による影響を分析するため，課金車線割

合は 50%とし，流入開始時刻 tsと終了時刻 t0との中央の

時刻に課金を開始することを考える．このときの均衡状

態を図 4に示す．段階型料金が課される時刻では，料金

支払い分と等価な待ち時間分が減少する．その待ち時間

減少量について考えると，α1>α2であるため，white-color

にとっての待ち時間減少分のほうが blue-color にとって

のそれよりも小さい．したがって，課金直後には white-

colorが到着することになる．なお，時刻(ts+t0)/2における

非課金車線と課金車線の遅れ時間の差は p/α1となる．そ

の結果，blue-color の到着時間帯幅が大きくなる．そのこ 

 

tt0

w2(t)

w b

tt0ts

w1(t)

w b

β1/α1

β2/α2

T

 
図 4 課金時の均衡状態 
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とによる均衡費用の増分は，スケジュール費用の増加分

から待ち時間の減少分を差し引いた値であり，到着時間

帯増加幅Tを用いて 

T







−

1

12
2 α

βαβ
 (12) 

と記述できる．式(11)より，カッコ内が正であるため，

blue-color の費用は増加することがわかる．なお，T は，

課金額 pの関数であり， 
pT

1221

2

βαβα
α
−

=
 (13) 

である．次に，white-color の費用変化について考える．

課金が行われた場合でも，非課金車線で初めに到着する

利用者の費用は変化しないので，white-color の均衡費用

は変化しないことがわかる． 

本研究の制度を適用した結果，blue-color の均衡費用を

増大させ，パレート改善は達成できないが，半分の車線

割合のみに課金を行っているため，均衡費用の増大量が

半分に抑えられる．また，White-color の均衡費用につい

ては変化せず，金銭的強者を優遇する制度にはなってい

ないことがわかる． 

 

 

4. 数値解による分析 

 

この章では，段階型料金制度と本研究の制度との違い

について数値解に基づく比較を行う．第 1節では計算の

入力値について述べ，第 2･3節ではそれぞれ段階型料金

制度･本研究の制度を適用した場合の均衡状態における

各道路利用者の均衡費用を示す．第 4節では，段階型料

金制度下で実現する均衡と本研究の制度下で実現する均

衡との比較を行い，混雑課金制度としての本研究の制度

の特徴を考察する．  

 

 (1) 入力値 

時間価値とスケジュール柔軟性について各々2 種類の

値を持つ道路利用者を想定し，2×2=4 グループの道路

利用者を想定する．そのパラメータ値は，表-1で示す通

りとする．そのほかの入力値に関しては，以下の通りと

する． 

� ボトルネック容量 μ: 90台/分 

 

表-1 利用者間の異質性に関する入力値 

 時間価値 α (円/分) 早着限界費用 β (円/分) 
Group 1 
Group 2 
Group 3 
Group 4 

100 
100 
25 
25 

5 
20 
5 
20 

� 希望到着時刻 t0: 9:00 

� 道路利用者の総需要: 2500台/Group 

以上の入力値に基づいて，1 分刻みで時間帯を離散化し，

出発時刻選択均衡の数値解を求める． 

 

(2) 段階型料金制度の影響分析 

本節では，段階型課金制度の影響を分析する．段階型

課金制度は具体的に，以下のような設定で課金すること

を考える． 

� 第 0 課金時間帯（7:00～8:00）：この時間帯は非課

金とする． 

� 第 1 課金時間帯（8:01～8:30）：この時間帯の課金

額を p1とする． 

� 第 2 課金時間帯（8:31～9:00）：この時間帯の課金

額を第 1 課金時間帯の課金額の 2 倍とする．すな

わち，課金額は 2p1とする． 

課金額 p1を 0 円から 1000 円まで変化させた場合の各

道路利用者グループの費用変化を図 5に示す．課金額 p1

が約 150 円以下の時には，課金額が増加すると group2

（時間価値が高く，スケジュール制約が厳しい道路利用

者）の均衡費用は減少する．課金額 p1 が大きくなるに

つれて，group4（時間価値が低く，スケジュール制約が

厳しい道路利用者，すなわち blue-color）の均衡費用は次

第に増加する．課金額 p1が約 600円を超えると全ての道

路利用者の均衡費用が増加する．この原因は，課金額が

高すぎるために，課金額が引き上げられる時刻の直後の

時間帯に課金車線の容量が有効に使われないことにある． 

 

(3) 本研究の課金制度の影響 

本節では，本研究で提案する課金制度の影響を分析す

る．具体的に，以下のような設定で課金することを考え

る． 

� 第 0 課金時間帯（7:00～8:00）：この時間帯はすべ

ての車線を非課金とする． 

� 第 1課金時間帯（8:01～8:30）：この時間帯は 1/3の

車線割合を課金対象とし，課金額を pとする． 
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図 5 段階型料金制度の料金が均衡費用に及ぼす影響 
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� 第 2課金時間帯（8:31～9:00）：この時間帯は 2/3の

車線割合を課金対象とする．課金額は第 1 課金時

間帯と同様に pである． 

 課金額 p を 0 から 1000 まで変化させた場合の各道路

利用者グループの費用変化を図 6に示す．段階型料金制

度での結果と比較して，異なるのは次の 2点である． 

� group2 の均衡費用は減少しない．このことは，金

銭的強者に有利な制度とはなっていないことを意

味している． 

� 課金額 p1が大きくなるにつれて，group4 の均衡費

用は次第に増加するが，その程度は小さい．つま

り，道路利用者が課金・非課金を選択できる枠組

みとなっていることにより，金銭的弱者の費用増

加が抑えられる． 
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図 6 本研究の制度の料金が均衡費用に及ぼす影響 
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図 7 総遅れ時間の比較 
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図 8 社会的総費用の比較 

 (4) 段階型料金制度との比較 

 課金による混雑の解消に関して，段階型料金制度と本

研究の制度との比較を行う．図 7は課金額に対する総遅

れ時間の変化を示している．段階型料金制度では 60%以

上の遅れ時間を削減できる一方で，本研究の制度ではそ

の削減量が 20%以下にとどまっている．  

図 8は課金額に対する社会的総費用の変化を示してい

る．段階型料金制度では 30%程度の費用が削減できる一

方で，本研究の制度ではその削減量が 10%程度にとどま

っている．社会的総費用は遅れ時間の減少によって削減

されるため，グラフの概形は遅れ時間の変化とほぼ同じ

である． 

 

以上のことから，本研究の制度は段階型料金制度に比

して混雑緩和効果が小さいことがわかる．しかし，前節

で述べたように，金銭的強者に利益を与えることなく，

金銭的弱者への費用負担が抑えられるという利点がある．

このことは，混雑課金制度の「公平性」と「効率性」と

のトレードオフを考えると，本研究の制度は効率的とい

うよりは，より公平性の高い制度であるといえる． 

 

 

5. 結論 

 

本研究では，ある割合の車線に対して混雑料金が課さ

れ，その車線割合が時間帯に応じて変化するという課金

制度について定式化を行った．また，数値的解法に基づ

く段階型料金制度との比較を行った．その結果，パレー

ト改善を達成できる枠組みではないものの，段階型料金

制度と比べて，金銭的弱者の交通費用の増分を抑制でき

る制度であることが示された． 

本研究で提案した制度は，渋滞緩和の観点からはあま

り有効ではない．その理由は，混雑課金によってボトル

ネックでの待ち時間を解消させるためには，ピーク時間

帯に“料金差”をつくる必要があるからである．本研究

の制度では，一定の料金を設定しているため，課金対象

となる車線割合を変化させているものの，1 段階の料金

差分しか渋滞緩和効果が作用していない． 

本研究では，希望到着時刻を一定とした計算のみ行っ

たが，第 2章で示した均衡問題の定式化とその解法が一

般的であることから，希望到着時刻が分布している場合

も分析が可能である． 
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